
企年協の活動について
～企業年金の「今」と「これから」をつなぐ～

                                                              

企業年金連絡協議会
Corporate Pension Network Council



沿革 １９７３年 「単独連合基金連絡会」 として発足

１９７７年 「東京地区単独連合厚生年金基金連絡協議会」に変更

１９９７年 東京地区を削除し、 「単独連合厚生年金基金連絡協議会」に改称

２００２年 企業年金２法制定、「企業年金連絡協議会」に改称

２００３年 内部研究会として「企業年金制度研究連絡会」設置

２０１０年 企年協の「理念」制定

２０１１年 中部地区委員会、西日本地区委員会設置

２０１７年 総合部会設置 総合型基金の加入

２０２３年 創立５０周年

平成31年2月現在

企業年金連絡協議会（企年協）とは

２０２６．５末現在
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企年協の理念（２０１０年５月制定）

企業年金実務者のために

「知りたい・交流したい・発信したい」
をサポートします

企業年金連絡協議会は

年金実務者が集まり、相互の交流や研鑚を通して

業務運営に必要な知識・情報を交換、共有するとともに

その運営に直結する課題に対し、意見・要望・改善策を発信し

企業年金制度の健全な発展をめざします

企業年金連絡協議会（企年協）とは
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企業年金連絡協議会（企年協）とは
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企業年金連絡協議会（企年協）とは

部会・専門委員会活動
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会員名50音順:企業年金基金（敬称略）
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企業年金連絡協議会 役員体制（2026.6現在）



２０２６年度事業計画

１.ミッション
「企業年金の持続可能性の追求」

２.中長期テーマ
「高齢期の所得確保の役割を担う企業年金制度の更なる整備と普及」

                ～特に企業年金での課税のあり方について追求する～

３.重点取り組み事項
  (1)制度・税制に関する意見・要望等の発信
   ① 令和９年度税制改正要望の提出
     ② 企業年金制度研究連絡会（研連）の活動

 (2)デジタル化に向けた対応
          ① 企業年金のデジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組みの継続推進

② 対面及びオンライン（Web）を組み合わせたハイブリッド型のセミナー・研修会等を
      主軸とした事業の展開

(3)アセットオーナーとしての対応
          ① アセットオーナー・プリンシプルへの対応
      ② スチュワードシップ・コードへの取り組み
          ③ サステナブル投資への取り組み

(4)実務担当者の業務に資する活動
  (5)活動基盤の強化
(6)企年協会費の改定と財政の安定化
(7)関係諸団体との情報交換等の推進
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厚生労働省等に対する意見・要望の提出

2024年度

2025年度
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令和8年度税制改正に関する要望について
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企年協オープンセミナー開催状況（2025年度）

会員なら誰でもどこでも視聴できるオンライン配信（16セミナー）
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CPN（ホームページ）と会報誌による情報発信
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http://www.cpnweb.net

隔月発行の会報誌
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